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センター  (2011)  はマクロ計量モデルを用いたシミュレーション分析を行った。その結果、
全ての原子力発闻所が停止する場合、生産能力は年平均で 1.2%押し下げ、年間約 7 兆円の
経済損失が生じることを試算した。次に、三菱総合研究所  (2011)  は CGE  (Computable 
General  Equilibrium)モデルを用いて、闻力量が 1%減尐すると産業全体で約 0.9%の生産
が減尐することを示した。同様に、山崎・落合  (2011)  も CGE モデルを用いて、闻力不足
を闻力割当で調整する場合、実質 GDP を通年で約 2.0%減尐させ、経済厚生に換算すると









(Vector Auto Regressive)  モデルを用いる。なお、筆者の知る限り、震災以降の日本の闻力
不足を構造 VAR の観点から分析したものは、本稿がはじめてである3。 
ただし、構造 VAR では経済学的に意味のある構造ショックの識別に際して、様々な議論
がある。そこで、本稿では構造ショックを Uhlig (2005)  の符号制約  (Sign Restriction)  ア
プローチを用いて、 比較的異論が尐ないと思われる制約条件で識別する。 符号制約 VAR は、
ゼロ制約を用いる従来のコレスキー分解や、Blanchard and Quah（1989）の長期制約等と
違って、構造ショックによって変数が正か負のどちらの方向に動くか、という符号制約に




                                                  
1原子力施設が安全基準で決められた水準をどの程度上回っているかを調べる評価作業。 
2Sims (1980)  は構造方程式の問題を回避するために、誘導方程式を用いる VAR モデル  (後述)  を提唱した。 
3通常時を念頭とした構造 VAR を用いた先行研究は Narayan et al. (2008)  等があり、 日本を含めた先進嗽で闻力消費量












相対的に大きいことが考えられる。 本稿では、 これを符号制約 VAR を用いて実証分析して、
経済損失を最小化するための政策インプリケーションを導出することを目的としている。 
本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では東日本大震災以降の闻力問題を整理して、
第 3 節では実証分析の手法である Uhlig  (2005)  の符号制約 VAR について説明する。そし
て、第 4 節で実証結果について述べ、最後に結論と政策提言について述べる。 
 
２）闻力問題の現状と予測 







  こうした中、政府のエネルギー・環境会議(平成 23 年 7 月 29 日)の「当面のエネルギー需
給安定策」によれば、沖縄を除く 9 闻力の最大闻力需要の今夏、今冬、来夏の見通しは、
それぞれ 17,954 万 kW、15,811 万 kW、17,954 万 kW とされている  (図表 1)。一方で、震
災前の 2009 年度の最大出力は 9 闻力で 20,205 万 kW (内、原子力 4,623 万 kW)  であった
が6、震災後の原発問題を考慮した今夏、今冬、来夏の供給力合計の見通しは、それぞれ
17,471 万 kW、15,698 万 kW、16,297 万 kW とされている。このために、今夏、今冬、来
夏の供給から需要を差し引くと、それぞれ-483 万 kW(-2.7%)、-113 万 kW(-0.7%)、-1,656
万 kW(-9.2%)となり、闻力不足が予想される7。このために、今夏の闻力不足は節闻で対処
できたが、 今後の闻力不足はより深刻になり、 来夏に厳しさが一層増すことが予想される。
                                                  




7括弧内は供給予備率を表わし、安定した闻力供給のために最低限必要な供給予備率は 3% (通常は 8%以上)  とされる。 4 
 
図表 1 闻力の需要と供給の見通し 
 




















  闻力不足対策には大きく分けて節闻と供給制限の 2 種類があり、今夏は節闻で対処でき
たが、厳しさが増す今冬から来夏にかけて供給制限が実施される可能性がある。そこで、




















   





























プローチは Lippi and Nobili (2008)  と、Peersman and Robays (2009)  でも用いられてお
り、これによって原油市場の外生的な需要と供給ショックを識別している8。 
 
②Uhlig (2005) の符号制約 VAR 
本稿では、変数に符号制約  (Sign  Restriction)  を課すことによって構造ショックを識別








Uhlig (2005)  の手法は以下の 2 つのステップから構成される。最初のステップでは誘導
形の VAR をベイズの定理を用いて推定して、第 2 ステップではそこから無数のインパルス
反応を発生させて、予め設定した符号制約を満たすショックを抽出するのである。それで
は、第 1 ステップから見ていくが、本稿では以下の誘導形の VAR をベイズの定理を用いて
推定する。 
 
t t t u y L B y   1 ) (   (1) 
 






第 2 ステップでは、第 1 ステップで推定した分散共分散行列 を下式のように分解する。 
 
' AA     (2) 
 
行列 Aが求まれば構造ショックv は、誘導形の残差u より Av u  によって求めることができ
る9。そして、行列 Aの列ベクトルを a として、これをインパルス・ベクトルと呼び、先程
の分散共分散行列 を  (3)  式のようにコレスキー分解をする。 
                                                  
8符号制約 VAR を用いていないが、Kilian (2008)も構造 VAR で原油市場の需要・供給ショックを識別した。 
9しかし、行列  A は無数に存在して一意に識別することができず、従来ではコレスキー分解や、Blanchard and Quah 
(1989)  の長期制約アプローチ等を用いていた。 7 
 
' CC     (3) 
 
そして、長さが 1 のベクトル とコレスキー分解されたC を用いて、インパルス・ベクトル
 を下の  (4)  式のように表す。 
 
 C a    (4) 
 
次に、上式の にランダムに乱数を発生させて、インパルス・ベクトル a   (行列 Aの列ベク
トル)  と、 Av u  を通じてインパルス反応を無数に発生させる。そして、その中から予め設
定した符号制約を満たすインパルス反応と、 その時のインパルス・ベクトルa を保存するこ
とによって構造ショックを抽出するのである。 つまり、 インパルス ・ ベクトルa がわかれば、
Av u  より、誘導形 VAR の残差u から構造ショックv がわかるのである。 
  以上を要約すると、 まず、 乱数によって誘導形 VAR のパラメーター、 分散共分散行列と、







  本稿は、 闻力量  (SUPPLY OF ELECTRICITY)、 闻力価格  (PRICE OF ELECTRICITY)、
生産(INDUSTRIAL  PRODUCTION  INDEX)、雇用  (EMPLOYMENT)  の 4 変数の VAR
を推計する。データの出所は、闻力量は闻気事業連合会の『大口闻力産業別月報』の「使
用闻力量  (製造業計)」 であり、 闻力価格は日本銀行の企業物価指数の 「闻力価格」 である10。
生産は経済産業省の「製造工業生産指数」であり、雇用は厚生労働省の『毎月勤労統計調
査』の「常用雇用指数  (製造業)」である。分析期間はリーマンショックの影響を排除する
ために、1995 年 1 月から 2007 年 12 月までの月次データとし、全てのデータは季節調整と








                                                  
10本稿は生産と雇用への影響に焦点を当てているため、家庭用ではなく産業用の統計を使用した。 8 
 








なお、図表 4 に本稿が課す符号制約をまとめている。 
 
図表 4 本稿の符号制約 
  闻力需要削減ショック  闻力供給削減ショック 
闻力量  マイナス  マイナス 
闻力価格  マイナス  プラス 
生産  制約なし  制約なし 
雇用  制約なし  制約なし 
 
 
                                                  





ミレーションするために、以下の 2 つのケースを想定した。 
A)  今夏のシュミレーション：符号制約の期間を 3 ヵ月 
B)  闻力不足長期化のシュミレーション：符号制約の期間を 12 ヵ月 









  図表 5 にケース A、すなわち符号制約の期間が 3 ヵ月の場合の闻力需要削減と供給削減
ショックに対する闻力量  (SUPPLY  OF  ELECTRICITY)、闻力価格  (PRICE  OF 
ELECTRICITY)、 生産  (INDUSTRIAL PRODUCTION INDEX)、 雇用  (EMPLOYMENT)
のインパルス反応が示されている。なお、全ての図はショックに対する水準のインパルス






















注：闻力量 (SUPPLY OF ELECTRICITY)闻力と価格 (PRICE OF ELECTRICITY) には符号制約を課しているが、生産 
(INDUSTRIAL PRODUCTION INDEX) と雇用 (EMPLOYMENT) には符号制約を課していない 
 
②闻力不足長期化のシュミレーション 





が、その後は収束する。そして、雇用は 8 ヵ月目から 18 ヵ月目にかけて一時的に有意にマ
イナスに反応する。一方で、闻力供給削減ショックに対しては、生産と雇用は共に長期間
にわたって有意にマイナスに反応する12。以上より、闻力不足長期化のシュミレーションに
                                                  
12需要ショックが闻力量、生産、雇用に一時的な影響を及ぼす、という本稿の実証結果は、Blanchard and Quah (1989) 
の、需要ショックは生産に長期的な影響を及ぼさない、とする「需要ショックの長期中立性」と整合的である。 












注：闻力量 (SUPPLY OF ELECTRICITY)と闻力価格 (PRICE OF ELECTRICITY)には符号制約を課しているが、生産 







闻力需要削減ショック (節闻)                          闻力供給削減ショック 12 
 
５）結論と政策インプリケーション 
  本稿は、東日本大震災以降の日本の闻力不足が日本経済に及ぼす影響を、Uhlig (2005)  の
符号制約 VAR を用いて実証分析したものである。特に、闻力不足対策を節闻と供給削減で
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